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序     文 
 

日本国政府は、ミャンマー連邦共和国政府の要請に基づき、「児童中心型教育強化プロジェクト

フェーズⅡ」を実施することを決定し、2008年9月に討議議事録（R/D）の署名をミャンマー連邦

共和国政府と取り交わしました。本プロジェクトは、2004年から2007年まで実施された「児童中

心型教育強化プロジェクト」の成果を更に拡大するためのものであり、2008年9月から2012年3月

までの3年半のプロジェクトとして、独立行政法人国際協力機構がこのプロジェクトを実施してい

ます。 

当機構は、プロジェクト開始から約2年が経過した2011年1月16日から2月4日まで、中間レビュ

ー調査団を現地に派遣し、ミャンマー連邦共和国側カウンターパートと合同でこれまでの活動実

績並びにその結果について、評価を行いました。 

この評価結果は、ミニッツに取りまとめられ、ミャンマー連邦共和国・日本国双方の合意の下

に、署名交換が行われました。本報告書は、今回の評価調査及び協議結果を取りまとめたもので

あり、今後、本案件を効果的、効率的に実施していくための参考として、広く活用されることを

願うものです。 

終わりに、調査にご協力とご支援を頂いた関係各位に対し、心より感謝申し上げます。 

 

平成24年10月 

 

独立行政法人国際協力機構 

ミャンマー事務所長 田中 雅彦 
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評価調査結果要約表（中間レビュー） 
 

１．案件の概要 

国名：ミャンマー連邦共和国 
案件名：ミャンマー連邦共和国児童中心型教育強化プロジ

ェクトフェーズⅡ 

分野：教育 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：JICAミャンマー事務所 
協力金額（開始から2009年度までの累積）：1億8,200万円 

全体協力期間の協力金額（計画）：約3億8,000万円 

協力期間 

2008年9月～ 

2012年3月 

（3.5年間） 

相手先機関：教育省（Ministry of Education：MOE）教育計

画訓練局（Department of Educational Planning 

and Training：DEPT） 

国内協力機関： 

他の関連協力： 

１－１ 協力の背景と経緯 

JICAは1997年から、ミャンマー連邦共和国（以下、「ミャンマー」と記す）の基礎教育の質の

向上への支援を継続的に実施している。1997年から1999年にかけて個別専門家「基礎教育カリ

キュラム改善」を教育省に派遣し、①理科の復活、②地理及び歴史の社会科への統合、③総合

学習の新規導入に関する提言を行った。教育省はこれらの提言を受け、2000年に初等教育カリ

キュラムを改訂している。また、教育省がめざす児童中心型教育（Child Centered Approach：CCA）

導入のために、2001年から2004年まで開発調査「基礎教育改善計画調査（Myanmar Basic Education 

Sector Study：MBESS）」を実施し、①CCAを導入・普及するための教員用指導書の開発（理科、

社会科、総合学習）、②教員養成大学（Education College：EC）の強化方策の提案、③小学校整

備計画の策定、等の活動を行った。さらに、2004年から2007年にはCCAを実際に学校現場に普

及するためのパイロットプロジェクトとして、技術協力プロジェクト「児童中心型教育強化プ

ロジェクト（the Project for Strengthening Child-Centered Approach：SCCA）」を実施し、①カスケ

ード方式による現職教員研修の導入、②学校やクラスターで教員が自主的に学び合う自主研修

制度の導入、③ECの学生にCCAの概念を導入するための研修モジュールの開発、④CCAの観点

に立った評価方法の開発、等の活動を行った。総じて、SCCAでは、試行的にCCAの現職教員研

修を導入するうえで一定の成果を達成したといえる。しかし、比較的に短期間においてミャン

マー独自の力によるCCAの全国普及を実現するためには、上記のモデルを更に発展・改善し、

CCA普及のスピードの向上並びに低い研修コストでの効果・効率的なCCA現職教員研修の実施

が求められている。また、カウンターパート機関である教育計画訓練局（Department of Education 

Planning and Training：DEPT）は、新たな教科の教員用指導書の作成を強く要望しており、特に

算数の教師用指導書作成のニーズが高い。 

以上のような背景から、ミャンマー政府は2007年8月に上記技術協力プロジェクトの後継案件

である本案件の実施を要請した。 

 

 

 



 

 

１－２ 協力内容 

 （1）上位目標 

2015年までにミャンマー全国の90％の小学校にCCAが普及する 

 

 （2）プロジェクト目標 

教育省がCCAを全国規模で普及していくための仕組みが確立する。 

 

 （3）成 果 

1．CCA全国普及のための教員養成体制が強化される。 

2．CCA全国普及のための現職教員研修体制が確立する。 

3．自主研修活動（クラスターミーティング、学校ミーティング）を通して授業改善を継

続していくための仕組みが確立する。 

4．算数の教員用指導書及び普及研修用教材が開発される。 

 

 （4）投入（評価時点） 

＜日本側＞ 

専門家： 計51.07人/月 

機材供与：PC、プリンター、プロジェクター等、BERDC整備とCCA普及に必要な資機材

研修：  本邦研修   6名（1コース） 

 

＜相手国側＞ 

カウンターパート人員の配置：10名（常勤） 

40名（非常勤） 

 

２．評価調査団の概要 

調査者 

担当分野 氏 名 職 位 

宮本 秀夫 総括/団長 JICAミャンマー事務所 所長 

西方 憲広 教育開発 JICA国際協力専門員 

角田 和之 教育企画 JICA人間開発部基礎教育第一課 職員 

松岡 源 協力企画 JICAミャンマー事務所 所員 

長谷川 さわ 評価分析 株式会社日本開発サービス 

調査期間 2011年1月16日～2月4日 評価種類：中間評価 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

 （1）成果1～4の達成状況及び達成見込みは以下のとおりである。 

1）成果1：CCA全国普及のための教員養成体制が強化される。 

全国20校のECのうちモニタリングを行った14校のECにおいて、プロジェクトで作成し

たCCA改訂モジュールを使った授業が実践されており、約90％の学生がCCA理解度テス



 

 

トに合格している。また、EC教官に対するさまざまな能力強化研修が行われ、各EC教官

によって授業研究が継続され、授業改善のための取り組みが行われている。現在の状況

から、プロジェクト終了までに指標は達成する見込み。 

 

2）成果2：CCA全国普及のための現職教員研修体制が確立する。 

5種類のCCA現職教員研修パッケージが開発され、3年次実施対象のタウンシップでの

研修が終われば、CCA全国普及に向けて200名のマスタートレーナー、1,800名のクラスタ

ートレーナーが訓練され、フェーズⅡ対象タウンシップの90％の小学校教員が、CCA現

職教員研修を受講することになる。残りの期間でフェーズⅡ対象タウンシップへの研修

及びフェーズⅠ対象タウンシップへのフォローアップ研修が終了すれば指標は達成する

見込み。 

 

3）成果3：自主研修活動（クラスターミーティング、学校ミーティング）を通して授業改

善を継続していくための仕組みが確立する。 

タウンシップによってクラスターミーティング・学校ミーティングでの自主研修活動

（授業研究、CCA授業の予習・復習、教材の紹介等）の実施度合いに差があり、全体的

にクラスターミーティングに比べ、学校ミーティングの実施率が低い。自主研修活動を

支援するためのリソース教材は基礎教育リソース開発センター（Basic Education Resource 

Development Center：BERDC）によって開発され、DEPTによって各タウンシップに配布

されている。ATEO（Assistant Township Education Officer）による各学校のモニタリングは、

既存のモニタリング・システム［ATEOが各学校を3カ月ごとに訪問し、基礎教育局

（Department of Basic Education：DBE）にモニタリング報告書を提出］による報告書の提

出率が約30％ほどであるため、既存のモニタリング機能を強化するための措置を行うか、

モニタリングは各学校・クラスターからの報告をメインとするように変更するか、対策

が必要。 

 

4）成果4：算数の教員用指導書及び普及研修用教材が開発される。 

小学校の全学年の50％以上のユニットを網羅した算数指導書が作成されており、プロ

ジェクト終了までに作成は完了する見込み。今後、小学校教員に対する算数指導書活用

の研修を実施していく予定。現在の状況から、プロジェクト終了までに指標は達成する

見込み。 

 

３－２ 評価結果の要約 

 （1）妥当性 

ミャンマーの教育政策である「Thirty Year Long Term Basic Education Development Plan

（2001～）」「Education for All National Action Plan（2003-2015）」、日本の対ミャンマー経済

協力方針における位置づけにも変更はなく、それぞれの政策と本プロジェクトの上位目

標・プロジェクト目標との整合性は維持されている。 

開発ニーズについては、カウンターパート（Counterpart：C/P）やEC教官のCCAに対する



 

 

ニーズは高く、現場の教育行政官、小学校校長、教員のニーズは個人によって異なる面が

あるが、おおむねプロジェクトはターゲット・グループのニーズを満たしている。 

プロジェクト・デザインの適切性について、教員養成大学（EC）強化、現職教員研修、

自主研修活動の3アプローチ自体は適切であるが、1つのプロジェクトで3つのアプローチを

同時に進めることは、カバーする範囲や業務量が多大になるため、プロジェクト・ベース

で投入量や活動実施、成果達成を考えた場合、業務が過剰になるといえる。 

 

 （2）有効性 

プロジェクト目標（教育省がCCAを全国規模で普及していくための仕組みが確立する）

の達成見込みについては、現在の指標の達成状況から判断すると、終了までに達成される

見込み。ただ、指標が主に成果2の達成にしか連動していない指標であるため、成果3の達

成にも連動した指標も加味する必要がある。今後も引き続きプロジェクト目標の進捗と達

成について検証していく必要がある。 

 

 （3）効率性 

本プロジェクトに対する日本側・ミャンマー側の投入は、量、質、タイミングともおお

むね適切で、すべての投入は十分に活用されている。投入に対するアウトプットの産出状

況も問題ないといえる。メインの活動である現職教員に対する研修など、プロジェクトで

提供している各種研修では、参加者への日当等が通常よりも低く抑えられているため、低

コストで活動が実施されているといえる。また、開発調査時代から長くCCA活動に従事し

ているカウンターパートが多く、DEPT局長をはじめ、現場で専門家と一緒に業務を行って

いるBERDCスタッフまでプロジェクトの内容をよく理解しており、円滑な活動実施につな

がっている。反面、ミャンマー側から許可を得なければならない問題（ビザの取得、地方

出張など）もあり、円滑な実施の妨げになることもある。 

 

 （4）インパクト 

上位目標（2015年までに国全体の90％の小学校にCCAが普及する）の達成による本プロ

ジェクトのインパクトを測るのは現時点ではまだ早いが、現在、その達成に向けて正しい

軌道にあるといえる。CCA全国普及の政策・計画自体に変更はないため、プロジェクト終

了後、教育省が実際に計画どおりに進めていくかのコミットメントしだいとなる。 

CCAの全国普及により、小学校教師の指導能力向上による授業の質の向上、そして最終

裨益者である児童のパフォーマンスの向上という正のインパクトが期待される。児童のパ

フォーマンスについては、就学率、学習意欲、成績、理解力などが考えられるが、それら

の向上をどう図るかについてはプロジェクト終了までに検討する必要がある。 

 

 （5）自立発展性 

1）政策・制度面 

2011/12～2015/16年度の5カ年国家教育計画でCCA全国普及が計画されており、現職教

員に対するCCA研修は、プロジェクトで現在実施している方式から少し変更させて、中



 

 

央レベル、state/regionレベル、タウンシップレベルの3段階で、1年に90タウンシップずつ

実施していく予定。モニタリング・評価によって研修のフォローアップも行っていく見

込み。 

 

2）組織面 

上記5カ年計画の下で必要な人員等は配置される見込み。現在のカウンターパート機関

であるBERDCはプロジェクト終了後、DEPT内の「Teacher Education Section」として新設

される予定であり、カウンターパートはプロジェクト終了後も引き続きCCA普及活動に

従事する見込み。 

 

3）技術面 

カウンターパートであるBERDCスタッフは、CCAに関する技術的な知識・ノウハウ等

は既にもっており、プロジェクト終了後の全国普及において、マスタートレーナーも養

成されている。ただ、マネジメントに関しては現在、カウンターパートのうちプロジェ

クト・マネジャー一人に依っている面があり、全国展開の際には他のカウンターパート

もマネジメントに積極的にかかわっていけるよう、彼らのマネジメント能力を更に高め

る必要がある。 

 

4）財政面 

現在、教育省は上記5カ年計画の下での2012/13～2014/15年度のCCA普及計画予算案を

作成中であり、この予算案では教師用指導書（理科・社会・総合学習の3教科、計7冊）

及び研修教材の印刷費用、研修実施費用（参加者への日当・宿泊費も含む）等の費用が

計上されている。各種印刷物は現在のものより材料の質を下げてコストを抑えることに

している。この予算案が承認されるのは、省庁再編のあとになる。 

 

３－３ 結 論 

本プロジェクトの活動は順調に実施されており、教員養成大学（EC）の強化、現職教員に対

する研修実施、自主研修活動の促進、算数指導書の開発の各成果に関する活動が実施されてい

る。現時点でインパクトや持続性を判断することは時期尚早であるが、2015年までにCCAを全

国に普及させるという目標に向かって、正しい軌道にあるといえる。各成果のなかで達成状況

が低いと思われる自主研修活動の促進について、残りの協力期間で強化していき、引き続き本

件の活動を進めていくことが求められる。 

 

３－４ 提言及び教訓 

３－４－１ 提 言 

（1）CCA普及計画の策定に係る手順及び今後のスケジュール 

CCA普及計画のより円滑な計画策定のために、策定に係る手順及び今後のスケジュー

ルを明確にしておく必要がある。プロジェクトが次回合同調整委員会（Joint Coordinating 

Committee：JCC）においてCCA普及計画の草案をDEPT局長に提出し、これを踏まえ、DEPT



 

 

が2011年9月に開催予定のJCCにおいて、CCA普及計画の教育政策への統合、及び全国普

及に必要な予算措置・要員配置を含む計画策定に係る準備につき、その進捗を共有する

こと、を提案する。 

 

（2）PDMの改訂 

プロジェクトの現状にかんがみ、プロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design 

Matrix：PDM）の改訂を提案する。 

 

（3）適切かつ実現可能なモニタリングシステムの構築 

自主研修活動を適切に、かつ、継続的に支援していくためのTEO（Township Education 

Officer）/ATEOによるモニタリングに関し、プロジェクトによる改善に向けた提案・働き

かけはなされているものの、現時点で期待されたレベルのモニタリングシステムが構築

されているとは言い難い。ミャンマーにおける自主研修活動の定着・普及に向け、教育

省は、より適切かつ実現可能なモニタリングシステムについて引き続き検討する必要が

ある。 

 

（4）最終裨益者である児童への学力インパクトの確認 

「CCAは児童の学力にどのように裨益するのか」について、前述のようなモニタリン

グやエンドラインサーベイを通して確認する必要がある。その結果を踏まえ、CCAがミ

ャンマーのカリキュラムで求められている学力達成にどのように貢献しているのかにつ

いて、改めて関係者で分析・共通理解の形成を図り、CCAの全国普及プロセスにおける

啓発活動に役立てることが肝要である。 

 

３－４－２ 教 訓 

（1）ミャンマー側のC/P配属にみるオーナーシップの高さとプロジェクト成果 

本プロジェクトのそれぞれのコンポーネントに対し、専属C/PとパートタイムC/Pが多

く配属されている。また、開発調査時からのC/Pも勤務を続けており、CCAを十分理解し

た優秀なC/Pが多いといえる。このように、ミャンマー側がCCAの全国普及プロセスを見

据えつつ量的にも能力的にも十分なC/Pを配属したことが、本プロジェクトの活動実施及

び成果の発現に大きく貢献しているといえる。 

 

（2）ミャンマーの実態や研修目的に合った研修形態の選択 

本プロジェクトでは、フェーズⅠにおいて2層構造によるカスケード型の研修形態を採

り入れたが、結果的にEC教官に大きな負担がかかった。これを踏まえ、フェーズⅡでは

カスケードを1層増やすことにより、EC教官の負担を軽減する研修形態を導入した。また、

現職教員研修のコンポーネントにおいては、カスケード型研修でCCAの基本的な理解を

促しつつ、クラスター型研修でCCAの基本的な理解に基づく授業実践力を身につけるよ

うにデザインされている。 

このように、ミャンマーの実態や研修目的にふさわしい研修形態を選択したことによ



 

 

り、効果的・効率的な研修メカニズムの構築につながったといえる。 

 

（3）教室現場を重視した教師用指導書の開発メカニズム 

算数科教師用指導書の開発については、C/Pによる原案作成、C/Pによる実地検証、日

本人専門家とC/Pとの協議など、非常に丁寧なプロセスが導入されている。このプロセス

が、ミャンマーの実態に合致した汎用性の高い教師用指導書の開発に貢献しているとい

える。 

 

 



 

－1－ 

第１章 中間レビュー調査の概要 
 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

ミャンマー連邦共和国（以下、「ミャンマー」と記す）において、初等教育の就学率は2005年時

点で男女合わせて100％（男子99％、女子101％）、純就学率は男女合わせて90％（男子89％、女子

91％）と万人のための教育（Education for All：EFA）達成に向け、量的な拡大については比較的良

好な成果を達成している。一方、児童の中退率は非常に高く、世帯の貧困問題や親の季節労働と

並んで、教育の質の低さや教員の未熟な指導力、とりわけ教師の暗記暗唱型の授業が子どもの学

習への興味・関心を阻害していることが原因として挙げられる。教育の質の改善について、近年

ミャンマー教育省は従来の暗記暗唱型の教師中心の教育から、児童の主体的な学びを支援する児

童中心型教育（Child-Centered Approach：CCA）への転換を目標に掲げている。しかし、CCAの実

施に関する具体的な方法論が不足していることから、学校現場に浸透しているとは言い難い状況

にあった。 

そうした状況の下、JICAは1997年から、ミャンマーの基礎教育の質の向上への支援を継続的に

実施している。1997年から1999年にかけて個別専門家、2001年から2004年まで開発調査「基礎教

育改善計画調査（Myanmar Basic Education Sector Study：MBESS）」、さらに2004年から2007年にか

けて技術協力プロジェクト「児童中心型教育強化プロジェクト」を実施し、CCAの導入・普及を

目的に、教員用指導書の開発（理科、社会科、総合学習）、カスケード方式による現職教員研修の

導入、教員養成大学（Education College：EC）における研修モジュールの開発等を行った。CCAの

導入という観点で、これまでの協力は一定の成果を挙げてきたが、ミャンマー教育省では2015年

までにCCAの全国普及を目標としており、目標達成のためには上記のモデルを更に発展・改善し

ていくことが求められている。また、カウンターパート機関である教育計画訓練局（Department of 

Education Planning and Training：DEPT）は、新たな教科の教員用指導書の作成を強く要望しており、

特に算数の教師用指導書作成のニーズが高い。以上のような背景から、ミャンマー政府は2007年8

月に上記技術協力プロジェクトの後継案件である本案件の実施を要請し、2008年9月に日本側、ミ

ャンマー側にて討議議事録（Record of Discussion：R/D）が締結され、プロジェクトが開始された。 

今般、2010年度がプロジェクト期間の中間年にあたるため、これまでのプロジェクトの投入・

活動実績、計画達成度、成果等を確認したうえで、プロジェクトの残りの期間で取り組むべき課

題や今後の活動の方向性について協議することを目的に、中間レビュー調査を実施することとし

た。調査のポイントは以下のとおりである。 

 

① 当初計画と比較しながら、これまでの投入・活動実績や計画達成度を確認する。 

② 評価5項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）の観点から評価を行う。 

③ 上記の評価結果に基づき、プロジェクトが現在直面している課題及びプロジェクト終了ま

での今後の活動計画について、プロジェクト専門家及びミャンマー側関係機関と協議、必

要な提言を行う。 

④ これまでの活動実績及び今後の方向性を踏まえ、必要に応じてプロジェクト・デザイン・

マトリックス（Project Design Matrix：PDM）の見直しを行う。 

⑤ 評価・協議結果を両国の合意事項として協議議事録（Minutes of Meeting：M/M、ミニッツ）

に取りまとめる。 
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１－２ 調査団の構成 

担 当 氏 名 所属・役職 

総括/団長 宮本 秀夫 JICAミャンマー事務所 所長 

教育開発 西方 憲広 JICA国際協力専門員 

教育企画 角田 和之 JICA人間開発部基礎教育第一課 職員 

協力企画 松岡 源 JICAミャンマー事務所 所員 

評価分析 長谷川 さわ 株式会社日本開発サービス 

 

１－３ 調査日程 

 月日 調査日程 

1 1月16日 日 長谷川団員ヤンゴン着 

2 1月17日 月 
JICAミャンマー事務所打合せ 

プロジェクト専門家ヒアリング 

3 1月18日 火 カウンターパートヒアリング 

4 1月19日 水 カウンターパートヒアリング 

5 1月20日 木 
教育省基礎教育第3局表敬及びフォーカルパーソンへのヒアリング 

教育省基礎教育第1局局長表敬 

6 1月21日 金 
プロジェクトマネジャーヒアリング 

カウンターパートヒアリング 

7 1月22日 土 
教育省教育計画訓練局局長表敬 

教育省教育計画訓練局局長ヒアリング 

8 1月23日 日 資料整理 

9 1月24日 月 
カウンターパートヒアリング 

西方団員、角田団員ヤンゴン着 

10 1月25日 火 

JICAミャンマー事務所打合せ 

学校管理者研修視察 

プロジェクト専門家ヒアリング 

11 1月26日 水 
算数指導書実地検証視察 

ティンガンジュン教員大学視察 

12 1月27日 木 

プロジェクト対象外の学校視察 

プロジェクト専門家（算数指導書開発）との打合せ 

プロジェクトマネジャーヒアリング 

国連児童基金（UNICEF）訪問 

13 1月28日 金 

団内打合せ 

CCAフォーカススクール視察 

プロジェクト専門家との打合せ 

14 1月29日 土 資料整理 

15 1月30日 日 資料整理 

16 1月31日 月 団内打合せ・ミニッツ案作成 
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17 2月1日 火 ミニッツ案に係るカウンターパートとの協議 

18 2月2日 水 プロジェクト専門家との打合せ 

19 2月3日 木 
教育省教育計画訓練局局長との協議 

JICAミャンマー事務所報告 

20 2月4日 金 
プロジェクト専門家との打合せ 

在ミャンマー日本大使館表敬・調査結果報告 

 

１－４ 主要面談者 

 （1）ミャンマー政府 

教育省教育計画訓練局（DEPT） 

U Bo Win 局長 

U Tun Hla 副局長 

 

教育省基礎教育第1局 

U kyaw Thu 局長 

Daw Saw Shwe Bu（part-time：DBE 1） 

 

教育省基礎教育第3局 

U Aung Chein 副局長 

Daw Kyu Kyu Shwe（part-time：DBE 3） 

Daw Tin Aye Saw（part-time：DBE 3） 

Daw New New Aye（part-time：DBE 3） 

Daw Yu Yu Tin（part-time：DBE 3） 

 

カウンターパート 

Daw Cho Cho Oo プロジェクトマネジャー 

 

＜ワーキンググループ1（プレ・サービス）＞ 

Daw Aye Aye Myint（full-time） 

Daw Nant Marlar Than（full-time） 

Daw Lwe Lwe Khaing（full-time） 

 

＜ワーキンググループ2（イン・サービス）＞ 

Daw Joanna（full-time） 

Daw Htay Htay Han（full-time） 

Daw Myint Myint Than（full-time） 

Daw Sandar Wai（full-time：Hlegu EC） 

 

<ワーキンググループ3（算数指導書開発）＞ 

Daw Kyi Kyi Swe（full-time） 
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 （2）プロジェクト専門家 

伊藤 拓次郎 総括/CCA普及計画 

山岡 知亙 CCA研修/モニタリング 

今堀 勇 算数指導書開発 

相馬 敬 CCA研修/モニタリング 

伊藤 隆 算数指導書開発 

 

 （3）在ミャンマー日本大使館 

鈴鹿 光次 参事官 

多田 清富 第二書記官 

 

 （4）JICAミャンマー事務所 

齋藤 克義  次長 

Daw Mi Mi Cho Program Assistant 

 



 

－5－ 

第２章 プロジェクトの概要 
 

２－１ 基本計画 

名 称 児童中心型教育強化プロジェクトフェーズⅡ 

協力期間 2008年9月18日～2012年3月17日 

対象地域 フェーズⅠ対象27タウンシップ及びフェーズⅡ対象40タウンシップ 

上位目標 2015年までにミャンマー全国の小学校教員にCCAが普及する。 

プロジェクト目標 教育省がCCAを全国規模で普及していくための仕組みが確立する。 

期待される成果 

成果1：CCA全国普及のための教員養成体制が強化される。 

成果2：CCA全国普及のための現職教員研修体制が確立する。 

成果3：自主研修活動（クラスターミーティング、学校ミーティング）を

通して授業改善を継続していくための仕組みが確立する。 

成果4：算数の教員用指導書及び普及研修用教材が開発される。 

 

２－２ プロジェクト・デザイン・マトリックス 

プロジェクトでは、他の技術協力プロジェクトと同様、プロジェクト・サイクル・マネジメン

ト（Project Cycle Management：PCM）手法にのっとり、目標、活動、投入等のプロジェクトの主

要構成要素や、プロジェクトをとりまく外部条件との論理的相関関係を示したプロジェクト・デ

ザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）を作成し、2008年9月の討議議事録（Record 

of Discussion：R/D）締結時において、協議議事録（M/M）の付属文書として承認している。 

プロジェクト開始後、 2010年 10月に行われた第 4回合同調整委員会（ Joint Coordinating 

Committee：JCC）において、PDMの修正が提案され、PDM第2版として合意されている。今回の

中間レビューにおいては、PDM第2版に基づき調査を実施することとする。 

 

２－３ 実施体制 

プロジェクトのカウンターパート機関はDEPTであり、同局局長がプロジェクト・ダイレクター

となっている。同局長を議長とする本プロジェクトの最高意思決定機関である合同調整委員会が

年2回開催され、プロジェクトの進捗状況の管理、活動計画策定及び各種意思決定が行われている。 

そのほか、プレ・サービス、イン・サービス、算数指導書開発の3つのワーキング・グループを

組織し、それぞれにカウンターパートの配置がされているのと同時に、対象タウンシップにおけ

るモニタリングを担う基礎教育局（第1～第3）からそれぞれ1名ずつフォーカル・パーソンが配置

されて、専門家とともにプロジェクトの各活動を実施している。 
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第３章 中間レビューの方法 
 

３－１ 評価グリッドの作成 

本中間レビューは「JICA事業評価ガイドライン（改訂版）」に準拠して実施した。PDMやその他

関係資料に基づいて評価設問（調査すべき項目）を検討し、プロジェクトの実績、実施プロセス、

評価5項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）に関する評価グリッドを作成し

た。実績、実施プロセス、評価5項目の定義は以下のとおりである。 

作成された評価グリッドは付属資料3. に示す。 

 

 （1）実績 

投入、成果、プロジェクト目標、上位目標に関する達成度、もしくは達成予測に関する情

報 

 

 （2）実施プロセス 

活動の実施状況やプロジェクトの現場で起きている事柄に関する情報。 

 

 （3）評価5項目 

妥当性 

プロジェクトがめざしている効果（プロジェクト目標や上位目標）が、受益

者のニーズに合致しているか、問題や課題の解決策として適当か、相手国と

日本側の政策との整合性はあるか、プロジェクトの戦略・アプローチは妥当

かなどといった「援助プロジェクトの正当性・必要性」を問う視点。 

有効性 
プロジェクトの実施により、本当に受益者もしくは社会への便益がもたらさ

れているのか（あるいは、もたらされるのか）を問う視点。 

効率性 
主にプロジェクトのコストと効果の関係に着目し、資源が有効に活用されて

いるか（あるいは、されるか）を問う視点。 

インパクト 
プロジェクト実施によりもたらされる、より長期的・間接的効果や波及効果

をみる視点。予期していなかった正・負の効果・影響も含む。 

自立発展性 
援助が終了しても、プロジェクトで発言した効果が持続しているか（あるい

は持続の見込みがあるか）を問う視点。 

 

３－２ 評価実施方法 

評価グリッドに基づいて以下の方法で情報・データを収集し、評価分析を行った。 

 

 （1）文献・既存資料調査 

レビューした主な資料は以下のとおり。 

・ 30カ年長期教育開発計画（Thirty-Year Long Term Education Development Plan）（2001～

2030年度対象） 

・ EFA国家行動計画（EFA National Action Plan）（2003～2015年度対象） 

・ ミャンマー連邦共和国児童中心型教育強化プロジェクト実施協議報告書（付事前評価

調査報告書）（2008年10月） 

・ プロジェクト進捗報告書、業務完了報告書 
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・ その他プロジェクト成果物（教師用指導書、マネジメントキット等） 

 

 （2）直接観察 

プロジェクト事務所、教員大学、小学校（プロジェクト対象、非対象の学校双方）を視察

し、活動状況を確認した。 

 

 （3）インタビュー調査 

専門家、教育省教育計画訓練局（DEPT）、基礎教育第1局（DBE1）、基礎教育第3局（DBE3）、

教員養成大学（EC）校長、教官を対象にインタビューを実施した。 
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第４章 プロジェクトの実績 
 

４－１ 投入実績 

本プロジェクトへの投入は、日本側・ミャンマー側双方から計画どおりに行われている。PDM

と実際の投入実績を以下の表4-1、4-2に示す。 

 

表４－１ 日本側の投入実績 

計 画 実 績 

専門家派遣 

・総括/CCA普及計画 

・CCA研修/モニタリング 

・EC能力強化 

・算数指導書開発 

・ECモニタリング 

・短期専門家（必要に応じて） 

専門家派遣 

・総括/CCA普及計画 

・CCA研修/モニタリング 

・EC能力強化 

・算数指導書開発 

・ECモニタリング/業務調整 

・短期専門家（CCA研修/モニタリング1名、

算数指導書開発1名） 

・講師派遣（教育工学1名、教育原理1名、研

修プログラム開発1名） 

合計派遣期間（2011年1月時点）：52.20M/M 

研修員受入 

・算数指導法強化 

研修員受入 

・算数指導法強化：6名（2010年2月7～26日）

ローカルコスト負担 

・フェーズⅠ・Ⅱのパイロット地域への教員

用指導書の印刷・配付 

・BERDCスタッフの出張の際の交通・宿泊費

・研修教材の印刷・配付 

・研修の際の昼食費 

ローカルコスト負担 

・教員用指導書（総合学習、理科、社会、算

数）の印刷・配付 

・イラストレーション教材の印刷・配付 

・各種研修教材（トレーニング・キット、マ

ネジメント・キット、ハンドアウト）の印

刷・配付 

・CCAリソース・ブックの印刷・配付 

合計（2011年1月時点）：17万6,860ドル 

機材供与 

 

機材供与 

PC、プリンター、プロジェクター等、BERDC

整備とCCA普及に必要な資機材 

合計（2011年1月時点）：18万7,221ドル 
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表４－２ ミャンマー側の投入実績 

計 画 実 績 

カウンターパート配置 

・プロジェクト・マネジャー：1名（常勤）

・EC能力強化/CCA研修制度開発：14名（常

勤7名、非常勤7名） 

・算数指導書開発：5名（常勤3名、非常勤2

名） 

・EC担当者：ECから各1名、計20名（非常勤）

・DBE担当者：DBE1・3から各1名、計2名（非

常勤） 

カウンターパート配置1 

・プロジェクト・マネジャー：1名（常勤）

・EC能力強化：6名（常勤3名、非常勤3名）

・CCA研修制度開発：4名（常勤4名） 

・算数指導書開発：11名（常勤3名、非常勤8

名） 

・EC担当者：ECから各1名、計20名（非常勤）

・DBE担当者：DBE1から2名、DBE2から1名、

DBE3から3名、計6名（非常勤） 

土地・施設提供及びその他 

・プロジェクト事務所 

・プロジェクト事務所での経費（光熱・通信）

土地・施設提供及びその他 

・BERDC内のプロジェクト事務所 

・プロジェクト事務所での経費（光熱・通信）

合計（2010年12月時点）：704万7,065チャット

（約8,842ドル）2

ローカルコスト負担 

・改訂ECモジュールの印刷・配付費用 

・EC教官が中央研修に参加する際の日当・交

通費 

・各種研修参加における日当・交通費 

・クラスターミーティング・学校ミーティン

グをモニタリングする際の日当・交通費 

ローカルコスト負担 

・各種研修における日当・交通費 

合計（2010年12月時点）：415万4,340チャット

（約5,212ドル）

 

４－２ 運営指導調査への対応状況 

本プロジェクトの運営指導調査（2009年9月実施）においていくつかの提言がなされ、活動の追

加など修正が行われた。運営指導調査によって追加・修正がなされた活動について、以下の表4-3

に示す。 

 

表４－３ 運営指導調査で出された提言とその対応 

提 言 対 応 

CCAコンピテンシー

レベルの具体的設定 

教員のCCAコンピテンシーとして、以下の6つのコンピテンシーが設定

された。 

 

1.【教科知識】教科のコンセプトをよく理解している。 

2.【教材スキル】教材を活用したり、自作したりできる。 

3.【指導スキル】多様な教授学習活動を用いて児童の学びを促進でき

る。 

                                                        
1 カウンターパートのリストについては付属資料1. 英文報告書のANNEX 4を参照。 
2 1ドル＝797チャット換算（2011年2月時点）。 
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提 言 対 応 

4.【授業設計】効果的な授業設計ができる。 

5.【学習評価】児童の学びの度合いを把握することができる。 

6.【態度】児童の興味・関心を引き上げることができる。 

 

また、教員のCCA実践レベルとして、以下の3つのレベルが設定された。

 

レベル1：指導書を活用して基礎的なCCA授業ができるようになる。

レベル2：指導書で示す内容を理解し応用も含んだCCA授業ができる

ようになる。 

レベル3：CCA的な授業設計と効果的な授業実践ができるようになる。

 

教員が段階的に上記のレベルを向上させていくことを最終目標とし、本

プロジェクトではレベル1を標準的な達成目標として、対象地域への

CCA普及をめざすことで合意された。 

モデル校・教師の育成 ヤンキンEC付属小学校・ティンガンジュンEC付属小学校の2校をモデル

校（CCA focused schools）として選定し、上記のレベル2～3をめざした

取り組みを実施している。本件に係る活動として、短期専門家のM/Mが

1.6M/M追加された。取り組み内容は以下のとおり。 

 

・教員レベルでのモデルづくりを行う。3教科（理科・社会科・総合

学習）で各2名、計6名を対象とする。 

・対象教員に対し、授業研究（lesson study）を行いながら上記の6つの

コンピテンシーを指導していく。 

・育成された教員は中央レベルでの研修においてデモストレーターと

して活用する。また、CCAモデル授業ビデオの制作に協力してもら

う。 

現場での質改善を行

う体制づくり 

学校・クラスターミーティングを支援するリソース・ブックを継続的に

発行し、そのための体制構築として、既存の教育雑誌「ピニャタザウン」

を通じた発行を検討。同雑誌関係者に対して将来的な協力についての打

診を行った。 

EC教科書の追加モジ

ュールの改訂 

ワーキング・グループ1［教員養成大学（EC）強化］がEC教科書の追加

モジュールの改訂作業を行っている。 

DBEの関与強化 2010年2月にDBE2（北部地域管轄）の実務者を対象にしたオリエンテー

ションを実施。また、マスタートレーナー研修（Master Trainers Training：

MTT）をマンダレーにて開催し、DBE2関係者の関与を高めた。 

 

４－３ アウトプットの産出状況（達成度） 

PDMで特定された各アウトプットに係る活動は、おおむね計画どおりに行われている。活動を

実施した結果、現時点でプロジェクトの各アウトプットがどの程度達成されているかについては、

主に各アウトプットに設定された指標の達成状況を確認し、また、本中間レビュー調査で関係者

にヒアリングを行った結果も加味して判断する。 

各アウトプットにおける指標とその結果を、以下に示す。 
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アウトプット1：CCA全国普及のための教員養成体制が強化される。 

 

指 標 結 果 

1．全国20校のECにおいて担当教官が改訂済EC

教科書を使った授業を実践している。 

現在までにモニタリングを行った14校のECで

は、93％のEC教官が改訂済EC教科書を使用し

て授業を行っている。 

2．EC教官によって授業改善のための取り組み

が行われている。 

全 20校の EC教官に対して、 LCA（ Learner 

Centered Approach）強化、教授法、教育実習な

どの能力強化に関する研修が16講座行われ、各

ECで授業改善を目的とした授業研究（ lesson 

study）が行われている3。 

3．20校のEC卒業生の50％がCCAの基礎を理解

している。 

現在までにモニタリングを行った14校のECで

は、約90％のEC学生がCCAに関する基礎レベル

の理解を得た（CCAのモジュールが入った単位

の理解度テストに合格した）。 

 

上記の指標結果から判断すると、現時点における各指標の達成レベルは順調であり、関係者へ

のヒアリング結果からも、アウトプット1はプロジェクト終了までに達成されることが見込まれる。 

 

アウトプット2：CCA全国普及のための現職教員研修体制が確立する4。 

 

指 標 結 果 

1．フェーズⅠ対象タウンシップの90％のクラ

スターにおいて、小学校教員に対するフォ

ローアップ研修が実施されている。 

フェーズⅠ対象タウンシップでのフォローア

ップ研修は4年次に実施予定。 

2．フェーズⅡ対象タウンシップの90％の小学

校教員が、CCA現職教員研修を受講してい

る。 

現在までに研修を実施した23タウンシップに

おいて、100％以上（1万6,816名/1万6,123名中）5

の対象教員が小学校教員研修（PTT）を受講し

た。4年次実施対象の17タウンシップでの研修

が終われば指標は達成される見込み。 

3．CCA全国普及に向けて200名のマスタートレ

ーナーが育成される。 

現在までに160名のEC教官・ATEOがマスタート

レーナー研修（MTT）を受講した。4年次実施

対象のMTTが終われば指標は達成される見込

み。 

4．フェーズⅡ対象タウンシップにおけるCCA

普及のために1,800名のクラスタートレーナ

ーが訓練される。 

現在までに1,396名のクラスターヘッド・小学校

校長等がクラスタートレーナー研修（Cluster 

Trainers Training：CTT）を受講した。4年次実施

対象のタウンシップでの研修が終われば指標

は達成される見込み。 

                                                        
3 研修のリストについては付属資料1. 英文報告書のANNEX 5を参照。 
4 研修の受講者数などを示した詳細なリストは付属資料1. 英文報告書のANNEX 5を参照。 
5 対象小学校の教員のほか、学校管理者、対象タウンシップの僧院学校の教員、コミュニティにおける非常勤教員なども研修

を受講したため、受講者が100％以上になった。 
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5．質の高いCCA現職教員研修パッケージが開

発されている。 

MTTキット、CTTキット、PTTキット、スーパ

ーバイザー研修（Supervisors Training：SVT）キ

ットの4種類のCCA研修キットが開発され、各

年ごとに改訂されている。 

6．CCA現職教員研修の計画が策定される。 各年次に実施するCCA現職教員研修の計画は

毎年策定されている。 

 

上記の指標結果から判断すると、現時点における各指標の達成レベルは順調で、4年次実施対象

タウンシップでの研修を終了すればそれぞれ達成される見込みであり、アウトプット2はプロジェ

クト終了までに達成されることが見込まれる。 

関係者へのヒアリングによると、養成されたマスタートレーナーの質にバラつきがあるなど、

まだ研修体制が「確立」されるまでには至っていないため、プロジェクトの残り期間で確立して

いくための課題を整理し、修正・改善すべき点があればその部分を強化していくことになってい

る。 

 

アウトプット3：自主研修活動（クラスターミーティング、学校ミーティング）6を通して授業改

善を継続していくための仕組みが確立する。 

 

指 標 結 果 

1．フェーズⅠ対象タウンシップの80％におい

て自主研修活動が導入されている。 

フェーズⅠ対象タウンシップでの自主研修活

動の導入は、4年次のフォローアップ研修時に

実施予定。 

2．フェーズⅡ対象タウンシップの80％におい

て自主研修活動が導入され、定期的に実施

されている。 

現在までにモニタリングを行った13タウンシ

ップのうち、11タウンシップがクラスターミー

ティングでCCAの自主研修活動を実施してお

り、10タウンシップが学校ミーティングでCCA

の自主研修活動を実施していた。タウンシップ

によって自主研修活動の実施度合いに差があ

る。 

3．フェーズⅠ・Ⅱ対象タウンシップの70％に

おいて、ATEOがプロジェクトで開発された

授業実践評価ツールを用いて授業評価をで

きる。 

本指標は2010年10月のPDM改訂で追加された

指標のため、データは未集計。 

4．70％のタウンシップが定期的に自主研修活

動の報告書を提出している。 

本指標もPDM改訂で追加された指標のため、デ

ータは未集計。既存のモニタリング・システム

（ATEOが管轄地域の学校を3カ月ごとに訪問

し、DBEにモニタリング報告書を提出する）に

よる各タウンシップからの報告書の提出率は

約30％程度。 

 

                                                        
6 クラスター・学校ミーティングで行われている自主研修活動の内容は、授業研究、授業の予習・復習、教材の紹介、その他

情報交換など。 
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5．プロジェクト対象タウンシップの教育行政

官がDBE及びBERDCによって自主研修活動

の実施方法についての訓練を受けている。

現在までに182名のDBE担当者、TEO、州/管区

レ ベ ル の Assistant Supervisor 、 Assistant 

Inspection SupervisorがSVTを受講した。4年次実

施対象のタウンシップでの研修が終われば指

標は達成される見込み。 

6．自主研修活動を支援するために定期的に毎

年1回以上リソース教材がBERDCによって

開発され、DEPTによって配布されている。

各種リソース教材（CCAマネジメント・キット、

CCA研修前後の授業分析DVD、CCAリソース・

ブック等）がBERDCで作成され、パイロット対

象地域の学校に配付されている。 

 

上記の指標結果から判断すると、現時点における指標5・6の達成レベルは順調であるが、対象

の活動が4年次に実施される指標1を除いて、アウトプット3における指標の達成レベルは、他のア

ウトプットに比べると全体的にやや弱い。指標3・4のデータは未集計であるが、関係者へのヒア

リング等から判断すると、現時点での達成度は限定的であることが予想される。 

自主研修活動の促進については、もともとミャンマーで実施されていた既存のモニタリング・

システムを使うことによって、主にATEOが各クラスター・学校での自主研修活動の実践の様子を

モニタリングし、指導も行う予定であったが、活動を実施していくなかで、この既存のシステム

があまり徹底されていないことが分かった。そのため、各クラスター・学校がそれぞれの自主研

修活動の内容を直接DBE、BERDCに報告するという形にモニタリング方法を変更した。現在、こ

のモニタリング方法をどう強化していくかの検討を行っており、残りの期間で改善していく予定

である。 

 

アウトプット4：算数の教員用指導書及び普及研修用教材が開発される。 

 

指 標 結 果 

1．開発された算数指導書の質が適切である。 「指導書の質」について、ミャンマー側からは

算数アドバイザー、日本側からは算数指導書開

発の専門家（長期・短期各1名）が内容のチェ

ックを行っている。また、指導書中のすべての

授業案（lesson plan）について、ヤンゴン市内

の小学校で実地検証が1案につき2回行われて

いる。 

2．フェーズⅡ対象タウンシップの70％におい

て小学校教員に対する算数指導書活用の研

修が実施されている。 

算数指導書の内容が盛り込まれた研修は4年次

に実施予定。 

3．算数指導書は小学校の全学年の50％以上の

ユニットを網羅している。 

小学校全学年の算数全54ユニットのうち、30ユ

ニットが指導書でカバーされている。 

 

上記の指標結果から判断すると、現時点における各指標の達成レベルは順調で、指標は4年次実

施対象タウンシップでの研修が実施されれば達成される見込みであり、アウトプット4はプロジェ

クト終了までに達成されることが見込まれる。 
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４－４ プロジェクト目標の達成見込み 

プロジェクト目標の達成見込みも、アウトプットの達成状況と同様、主に目標に設定された指

標の達成状況を確認し、また、本評価調査で関係者にヒアリングを行った結果も加味して判断す

る。 

プロジェクト目標における指標とその結果を、以下に示す。 

 

プロジェクト目標：教育省がCCAを全国規模で普及していくための仕組みが確立する。 

 

指 標 結 果 

1．フェーズⅠ対象タウンシップにおいて、CCA

の観点から70％の小学校教員の授業実践技

術が向上する。 

フェーズⅠ対象タウンシップでのフォローア

ップ研修は4年次に実施されるため、まだデー

タは集計されていない。 

2．フェーズⅡ対象タウンシップにおいて、70％

の小学校教員がCCAに関する基本的な知識

と技術を身につける。 

PTTが既に実施されたタウンシップにおいて、

受講した小学校教員の97％がCCA理解度テス

トに合格した7。 

3．CCA普及計画が関係者間で合意される。 2011年12月までにCCA全国普及計画を作成予

定。 

 

プロジェクト目標の達成見込みについては、上記の指標結果から判断すると、現時点における

各指標の達成レベルはおおむね順調であり、関係者へのヒアリング結果からも、各指標は2012年3

月のプロジェクト終了までに達成されることが見込まれる。 

ただし、上記指標のみでプロジェクト目標の達成度を判断するのは適切でなく、上記指標は主

にアウトプット2・3の達成にしか連動していない指標であるため、アウトプット1のEC強化にも連

動した指標を追加して判断する必要がある（アウトプット4の算数指導書開発については、内容の

性質上、プロジェクト目標の達成に直接関係するアウトプットではないため、追加しなくても差

し支えないといえる）。本中間レビュー調査において、プロジェクト目標の指標変更も含んだPDM

の改訂案（Ver. 3）を提示しており、本プロジェクト終了時点での目標達成のいかんについては、

改訂後の新指標によって判断することが望まれる。 

 

４－５ 実施プロセスにおける特記事項 

４－５－１ 貢献要因 

本プロジェクトの実施において、以下の貢献要因があった。 

① ミャンマー側カウンターパートによるプロジェクトへの参加度が非常に高く、フルタイ

ムで活動するカウンターパートがかなり多い。当初の計画で予定されていたカウンター

パートの人数からは欠員が生じているものの、パートタイムのカウンターパートやその

他のプロジェクトへの協力者も含めると、他のプロジェクトに比べてその数は非常に多

いといえる。加えて、個々のカウンターパートが業務に真面目に熱心に取り組んでおり、

                                                        
7 研修を受講した教員のCCA実践に関するモニタリングの結果、2年次に研修を実施した3タウンシップでは、80％近くの教員

がレベル1（指導書を活用して基礎的なCCA授業ができるようになる）に達しているが、3年次に研修を実施した20タウンシ

ップでは、レベル1に達している教員は約65％である。 
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円滑な業務の実施に貢献している。他の案件ではカウンターパートの関与度合いが低く、

活動の実施に支障を来すケースもしばしばみられることから、本プロジェクトにおける

カウンターパートの参加度の高さは、業務の実施に極めてプラスに働いているといえる。 

② 実施機関であるDEPTからの協力状況も良い。本プロジェクトではJCCが年2回実施されて

おり（他のミャンマーにおける案件では年1回が多い）、プロジェクトの進捗状況がミャ

ンマー側に定期的に伝えられている。DEPT局長は本プロジェクトの前段の開発調査時代

から局長を務めており、プロジェクトへの理解が深く、協力的な対応が得られている。 

③ 日本人専門家とカウンターパート間のコミュニケーションが良好であり、プロジェクト

の円滑な実施に好影響を及ぼしている。前段の開発調査から本件の業務に携わっている

カウンターパートが複数おり、プロジェクトの内容や日本のやり方をよく理解している

ことに加え、長年にわたって協力を続けていることによって両者の信頼関係が培われ、

「業務しやすい」環境ができている。 

④ 本プロジェクトでは研修の実施方法としてカスケード方式が採られたが、このトップダ

ウン的な方式はミャンマーの文化的背景にマッチし、効率的な研修の実施システムとし

て定着させることができた。自主研修活動の定着はなかなかうまくいかないことから、

クラスター研修のみで進めていく方法では定着は難しかったと考えられる8。 

 

４－５－２ 阻害要因 

一方、本プロジェクトの実施中、以下の阻害要因があった。 

① ミャンマー政府から許可を得なければならない問題があり（ビザの滞在期間の許可や地

方への出張許可など）、手続きが進まず計画変更を余儀なくされたケースがいくつか生じ

た。 

② プロジェクト実施期間中、ミャンマー政府により、本プロジェクトとは別の「算数・英

語強化研修」が全国規模で実施され、本件のカウンターパートがその研修の準備・実施

作業に駆り出され、その間、プロジェクト活動に従事できない状況が生じた。 

 

 

                                                        
8 そのほか、ヒアリングによると、ミャンマーではドナーからの支援が限られており、「援助慣れ」のような状況がなく、外国

援助による研修の提供などが貴重に思われているため、関係者が活動に真面目に取り組む、という報告もあった。 
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第５章 5項目による評価結果 
 

５－１ 妥当性 

５－１－１ ミャンマーの教育政策との整合性 

ミャンマーの教育政策の中心である「30カ年長期教育開発計画（Thirty-Year Long Term 

Education Development Plan）」（2001～2030年度対象）において、基礎教育分野の10プログラムの

1つに「基礎教育の質の向上」があり、そのための施策として「教師教育の改善」が挙げられて

いる。 

また、上記30カ年長期計画の下、万人のための教育（Education for All：EFA）、ミレニアム開

発目標の達成をめざした行動計画として策定された「EFA国家行動計画（EFA National Action 

Plan）」（2003～2015年度対象）において、EFA達成のための6つの戦略の1つに「子どもに優しい

学校の創造と拡充」があり、そのための具体的な活動として「CCAの実践」が明記されている。 

本プロジェクトの事前調査以来、CCAの普及というミャンマー政府の方針に変更はなく、本

プロジェクトの上位目標・プロジェクト目標とミャンマーの教育政策との整合性は依然、維持

されている。 

 

５－１－２ 日本の対ミャンマー援助政策との整合性 

日本のミャンマーに対するODAの意義として、「ミャンマーは中華人民共和国（以下、｢中国｣

と記す）、インドという大国の間に位置する地政学的に重要な国であるとともに、日本にとって

重要なパートナーであるASEANの一員でもある。また、歴史的にも日本との友好関係が培われ

てきた国であり、ミャンマーが民主的で市場経済に立脚した社会的に安定した国となることが

重要である」という考えの下、「ASEANの繁栄・安定・統合に貢献する国として確立していくこ

と」「着実に民主化を進めていくこと」の観点から支援を行っている。 

また、ミャンマーに対するODAの基本方針として、同国の政治状況・債務状況等を踏まえ、

1987年以降は有償資金協力の新規供与は行っておらず、新規の経済協力案件についても基本的

に見合わせる措置をとっているものの、①緊急性が高く、真に人道的な案件、②民主化・経済

構造改革に資する人材育成のための案件、③CLMV諸国［カンボジア王国、ラオス人民民主共和

国（以下、「カンボジア」「ラオス」と記す）、ミャンマー、ベトナム社会主義共和国（以下、「ベ

トナム」と記す）］もしくはASEAN全体を対象とした案件については、ミャンマーの政治情勢を

注意深く見守りつつ、案件内容を慎重に吟味したうえで実施することにしている。本プロジェ

クトは上記「民主化・経済構造改革に資する人材育成」にのっとった案件として実施されてい

る。 

よって、本プロジェクトの上位目標・プロジェクト目標と日本の対ミャンマー援助政策との

整合性も認められる。 

 

５－１－３ 開発ニーズとの整合性 

本プロジェクトのターゲット・グループ（BERDCスタッフ、EC教官、対象地域のTEO/ATEO、

クラスターヘッド、小学校校長、小学校教員）の開発ニーズについて、プロジェクトはおおむ

ねターゲット・グループのニーズを満たしている。BERDCはCCAの普及を担う組織であり、ス

タッフは普及におけるさまざまな技術的支援を本プロジェクトにより得ているため、彼らのニ



 

－17－ 

ーズを十分に満たしている。EC教官の多くはCCAを好意的に捉えており、彼らのニーズも満た

しているといえる。TEO/ATEO、クラスターヘッド、小学校校長にとって、CCAに対するニーズ

は個人によって異なる。CCA導入に意欲的な個人もいるが、CCAの実践が彼らの業務軽減や昇

進などの評価に直接は結びつかないため、全体的なニーズはやや弱いといえる。小学校教員の

ニーズも個人によって異なり、CCAを習得したいという意欲の高い教員のニーズは満たしてい

るが、特に習得意欲をもたない教員のニーズは弱いといえる。 

 

５－１－４ プロジェクト・アプローチ/デザインの適切性 

本プロジェクトでは、教員養成大学強化（pre-service）、現職教員研修（in-service）、自主研修

活動促進（on-site）の3つのアプローチを組み合わせることによって、CCA普及の仕組み・土台

をつくることを目的としている。この3アプローチはいずれも普及に必要な手段であり適切なア

プローチであるが、1つのプロジェクトで3つのアプローチを同時に進めるとなると、カバーす

る範囲や業務量が多大になる。JICAの他の教育案件をみても、2つのアプローチを組み合わせて

いる例はあるが、3つのアプローチを同時に進めている案件はほかに例がない。 

本プロジェクトではこの3つのアプローチに加え、算数の指導書開発という活動も入っており、

本件自体がひとつのプログラムのようになっている。このため、プロジェクト・ベースで投入

量や活動実施、成果達成を考えた場合、通常のプロジェクトよりは目標が壮大になっていると

いえる。特に、CCAの実践レベルの質を高めつつ計画どおりに業務を進めることは難しく、CCA

の実践レベルを定めた3段階のレベル9のうち、レベル1（指導書を活用して基礎的なCCA授業が

できるようになる）をめざすことで精一杯だといえる。 

よって、プロジェクトのデザイン自体が不適切というわけではないが、ひとつのプロジェク

トとしては活動が広範囲にわたるため、プロジェクトの全体像が分かりにくくなっている点は

否めない。 

以上の結果を総合的に判断すると、本プロジェクトの妥当性は高いといえる。 

 

５－２ 有効性 

「第4章 プロジェクトの実績」で述べたように、本プロジェクトではおおむね計画どおりに活

動が実施され、現時点で既に一定の成果は現れている。各アウトプットの達成状況をまとめると、

以下のとおり。 

アウトプット1（CCA全国普及のための教員養成体制が強化される）では、全国20校のECのうち

モニタリングを行った14校のECにおいて、フェーズⅠで改訂されたCCAモジュールを含んだEC教

科書を使った授業が実践されており、約90％の学生がCCAの基礎レベルの理解を得ている。また、

EC教官に対するさまざまな能力強化研修が行われ、各EC教官によって授業研究及び授業改善のた

めの取り組みが行われている。現在の状況から、プロジェクト終了までにアウトプット1は達成さ

れる見込みである。 

アウトプット2（CCA全国普及のための現職教員研修体制が確立する）では、4種類のCCA研修

パッケージが開発され、4年次実施対象タウンシップでの研修が終了すれば、200名以上のマスタ

ートレーナー、1,800名以上のクラスタートレーナーが養成され、フェーズⅡ対象タウンシップの

                                                        
9 「4-2 運営指導調査への対応状況」における設定レベルを参照。 
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90％以上の小学校教員がCCA研修を受講することになる。残りの期間でフェーズⅡ対象17タウン

シップへの研修及びフェーズⅠ対象タウンシップへのフォローアップ研修を実施すれば、アウト

プット2は達成される見込みである。プロジェクト終了までにこの研修体制を更に強固なものにす

るために、現在の課題を再整理し、修正すべき点があれば改善を図っていくことが望まれる。 

アウトプット3［自主研修活動（クラスターミーティング、学校ミーティング）を通して授業改

善を継続していくための仕組みが確立する］では、自主研修活動のモニタリング・指導を担う教

員行政官（DBE担当者、州 /管区レベルのAssistant Supervisor、Assistant Inspection Supervisor、

TEO/ATEO）がスーパーバイザー訓練用の研修を受講している。また、自主研修活動を側面支援す

るための各種リソース教材がBERDCで作成され、パイロット対象地域の学校に配付されている。

だが、アウトプット3は他のアウトプットに比べて達成状況がやや弱く、各タウンシップによって

自主研修活動の実施度合いに差がある。また、既存のモニタリング・システムを利用した自主研

修活動の促進が困難であることから、モニタリング方法を変更し改善を図っている。後述する「第

6章 提言及び教訓」において、モニタリング機能強化の点について述べる。 

アウトプット4（算数の教員用指導書及び普及研修用教材が開発される）では、小学校の全学年

の50％以上のユニットを網羅した算数指導書が作成されており、プロジェクト終了までに指導書

作成は完了する予定である。4年次実施の研修から算数指導書の活用も盛り込んだ研修を実施して

いくことになっており、現在の状況から、プロジェクト終了までにアウトプット4は達成される見

込みである。アウトプット4の指標にある「算数指導書の質の確保」に関し、後述の提言において、

プロジェクト終了までに配慮しておきたい点を述べる。 

プロジェクト目標（教育省がCCAを全国規模で普及していくための仕組みが確立する）の達成

見込みについては、現在の指標の達成状況から判断すると、すべてのアウトプットが予定どおり

に達成されたあと、2012年3月のプロジェクト終了までに達成されることが見込まれる。今後も引

き続きプロジェクト目標の達成に向けて、残りの活動の実施・修正点の改善を図っていくことが

望まれる。 

 

５－３ 効率性 

「4-1 投入実績」で述べたように、本プロジェクトでは日本側・ミャンマー側双方からほぼ計

画どおりに投入がなされた。日本人専門家・ミャンマー側カウンターパートへのヒアリング結果

を総合すると、投入の量、質、タイミングともおおむね適切であり、投入された各要素は活動の

実施にもれなく活用され、各活動はおおむね計画どおりに実施されているといえる。上記「5-2 有

効性」で述べたように、本プロジェクトのアウトプットは順調に達成されはじめており、投入に

対するアウトプットの産出状況も特に問題はないといえる。 

また、本プロジェクトの多くの活動を占める現職教員やEC教官に対する研修など、プロジェク

トで提供している各種研修では、参加者への日当等が他のドナーによる研修（主にUNICEF）より

も低く抑えられているため、低コストで活動が実施されているといえる。 

加えて、「4-5 実施プロセスにおける特記事項」の貢献要因で述べたように、本プロジェクトで

は前段の開発調査時代から長くCCA活動に従事しているカウンターパートが多く、DEPT局長をは

じめ、現場で専門家と一緒に業務を行っているBERDCスタッフまでプロジェクトの目的・内容を

よく理解している。このコンセンサスが円滑な活動実施につながり、プロジェクトの効率性を保

障する要因にもなっている。 
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以上より、本プロジェクトは効率的に実施されていると判断される。 

 

５－４ インパクト 

本プロジェクトのインパクトについて、上位目標（2015年までに国全体の90％の小学校にCCA

が普及する）の達成見込みによりインパクトの是非を判断するのは現時点ではまだ早いが、現在

のところ、プロジェクトはその達成に向けて正しい軌道にあるといえる。教育省のCCA全国普及

に係る政策・計画自体に変更はなく、現時点では全国普及における強いコミットメントが示され

ているため、プロジェクト終了後、教育省がこの全国普及計画を実際にオペレーションしていく

かどうかによる。教育省のコミットメントを確保しておくために、プロジェクト終了までに後述

の「第6章 提言及び教訓」で示される提言の1（詳細案も含んだ「CCA全国普及計画」の作成）

を実行に移しておくことが必要となる。全国普及の際には、プロジェクトのパイロット・タウン

シップにおいて培われた知識・経験・ノウハウ等を他のタウンシップに確実に広めていくことが

望まれる。 

一方、プロジェクト計画時に予期していなかった正負の影響について、本プロジェクトの間接

的効果として、以下のようなプラスのインパクトがあった。 

 

① 本プロジェクトではDBEの職員がカウンターパートに加わったが、実施機関であるDEPTと

DBEは同じ教育省の局であるものの、これまで両者の交流はあまりなく、それぞれの職員

が一緒に業務を行うことはほとんどなかった。本プロジェクトによって両者の交流・コミ

ュニケーションが広がり、共に業務を行うことは良い経験であることが関係者により認め

られた。 

② 「4-3 アウトプットの産出状況（達成度）」におけるアウトプット2の結果で述べたように、

本プロジェクトで実施している研修に、もともとの対象ではない僧院学校の教員などが参

加していた。このように、現場レベルではプロジェクトが本来対象としていなかった学校・

教員にも影響を与えている例がみられ、将来の全国普及の際には、更にプロジェクトの影

響が大きくなることも期待される。 

③ UNICEFによる「Child Friendly Schools：CFS」プロジェクトの実施対象タウンシップのうち、

5タウンシップの関係者が本プロジェクトの研修に自費負担で参加した。 

 

プロジェクト終了後に発現することが期待されるインパクトとして、小学校教員の指導力向上

による授業の質の向上、そして最終裨益者である児童のパフォーマンスの向上が期待される。児

童のパフォーマンス向上については、修了率の向上（中退率の減少）、学習意欲、成績、理解力の

向上などが考えられるが、それらの向上をどう計るかについてプロジェクト終了までに検討する

必要がある。本件についても後述の「第6章 提言及び教訓」で述べる。 

反対に、環境や社会配慮面など、本プロジェクトの負の影響については実施中に報告がなく、

今後もプロジェクトによるマイナスのインパクトが生じることは考えにくい。 

 

５－５ 持続性 

本プロジェクトの今後の持続性について、政策・制度面、組織面、技術面、財務面の観点から

それぞれ検討する。 
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５－５－１ 政策・制度面での持続性 

教育省は2015年までのEFA目標達成をめざしており、2011/12～2015/16年度の「5カ年中期教育

開発計画（Five-Year Medium Term Education Development Plan）」において、CCAの全国普及が計

画されている。現職教員に対するCCA研修は、プロジェクトで現在実施しているカスケード方

式から少し変更させて、中央レベル、state/regionレベル、タウンシップレベルの3段階で、1年に

90タウンシップずつ実施していくことが計画されている（2015年には国内のすべてのタウンシ

ップがカバーされる見込み）。研修のモニタリング・評価も行い、パフォーマンスの悪い教師に

対してはフォローアップ研修なども行っていく見込みである。 

 

５－５－２ 組織面での持続性 

上記5カ年中期計画の下で、CCA全国普及に必要な人員等は配置される見込みである。多くの

カウンターパートが現在所属しているBERDCは、プロジェクト終了後はDEPT内の「Teacher 

Education Section」として新設される予定であり、BERDCスタッフのカウンターパートは同セク

ションにおいて、プロジェクト終了後も引き続きCCAの普及活動に従事していく見込みである。

全国普及の際にもBERDCスタッフが全体の調整・ファシリテーションの中心的な役割を果たし

ていくことが望ましい。 

 

５－５－３ 技術面での持続性 

カウンターパートであるBERDCスタッフは、CCAに関する技術的な知識・ノウハウ等は既に

もっており、プロジェクト終了後のCCA全国普及に向けて、十分な数のマスタートレーナーも

養成される見込みである。全国普及において、プロジェクトでつくった仕組み・方法によって

研修を実施していけば、技術面での持続性はある程度保障されているといえる。ただ、マネジ

メントに関しては現在、カウンターパートのうちプロジェクト・マネジャー一人に依っている

面があり、全国普及の際には他のカウンターパートもマネジメントに積極的にかかわっていけ

るよう、彼らのマネジメント能力を更に高めていくことが望まれる。 

 

５－５－４ 財務面での持続性 

現在、教育省は上記5カ年中期計画の下での2012/13～2014/15年度のCCA普及計画予算案を作

成中であり、この予算案では教員用指導書（理科・社会・総合学習の3教科、計7冊）及び研修

教材の印刷費用、研修実施費用（参加者への日当・宿泊費も含む）等の費用が計上されている。

各種印刷物は現在のものより材料の質を下げてコストを抑えることにしている。この予算案が

承認されるのは、省庁再編のあとになる。 

 

５－６ 結 論 

本プロジェクトの活動は順調に実施されており、EC強化、現職教員研修、自主研修活動促進、

算数指導書開発の各アウトプット及びプロジェクト目標の達成に向けて進んでいる。現時点で有

効性、インパクト、持続性の是非を判断することは時期尚早であるが、2015年までにCCAを全国

に普及させるという上位目標に向かって、本プロジェクトは正しい軌道にあるといえる。各アウ

トプットのなかで達成状況がやや弱いと思われる自主研修活動の促進について、残りの協力期間

で強化を図り、引き続き本件の活動を進めていくことが求められる。 
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プロジェクト終了後の課題として、CCAの全国普及が達成されれば全国の多くの小学校におい

て、プロジェクトの教員用指導書に基づいた授業が実践されることになるが、児童が使っている

教科書はCCA導入以前のものであるため、指導書の内容と齟齬が生じているだけでなく、CCA授

業による効果発現にも影響を与える可能性がある。児童が実際に見て触れるのは教科書であるた

め、今後CCA授業の質を高めていくためには、カリキュラム改訂も含めた教科書の改訂を視野に

入れることが必要と考える。 
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第６章 提言及び教訓 
 

６－１ 提 言 

６－１－１ CCAによる教師の意識改革とそのインパクト 

ミャンマーでは80年代に開発されたカリキュラムに基づいて開発された教科書が教育現場で

使われ、知識偏重型の進級試験が実施されているために、カリキュラムの意図する学力と児童

が獲得する学力との間に大きな乖離があるようである（聴取結果による）。通常その国のカリキ

ュラムのめざす学力を達成するためにCCAが採用され、CCAのTeaching skillsが技術移転され、

授業が改善、その結果としてカリキュラムの意図する学力を児童が獲得する、というプロセス

を取ると考えられる。しかし、カリキュラムの意図する学力と実際児童が獲得し進級試験によ

り価値づけされる学力が異なるという背景は、CCAの価値づけを若干困難にする側面も有して

いる。 

しかしこの困難な点は、同時に教師の授業観、教育観に対する変容を求めるものであるとも

いえる。この教師の価値観の変容は、学力に対する見方も変える可能性を内包しており、将来

的にカリキュラムの意図する学力と、進級試験により顕在化され価値づけされる児童の学力と

の乖離を少しずつ埋めていく役割を果たすかもしれない。 

 

６－１－２ ミャンマーの伝統的な授業にみる教師の姿勢とCCA普及の可能性 

調査団はヤンゴン市内のプロジェクトの介入を受けていない小学校を訪問して4年生理科「気

候」の授業を見学する機会を得た。授業は従来型の講義形式であったが、復習―教科書を使っ

た学習内容の説明―教科書の重要な箇所をノートに写させる活動―問題演習―本時のまとめと

ある程度の授業の構造をもった授業展開を実施した。特に児童に重要な点をノートに書かせる

時間を十分保証したやり方は従来型の授業とはいえ、ただ教師の言うことを座って聞いている

という受身の学習とは違うものであった。また、教師の説明が一方的、高圧的ではなく、子ど

もたちがよくしつけられていた。このような授業展開ができる教師は、今後のCCA全国普及プ

ロセスの中でTG（Teacher’s Guide）のコンセプトを理解して授業改善に役立てることにそれほど

困難は伴わないのではないか、という印象をもった。従来型の授業を1つしかみることはできな

かったが、本教師のような授業展開ができるミャンマー人教師が多く存在すると仮定すれば、

このような教師文化をもったミャンマーは、CCAを受け入れる土壌が存在する国であり、JICA

の技術協力スキームを適応することによって大きなインパクトが期待できる国であるかもしれ

ない。 

 

６－１－３ 新規教員養成ECとCCA 

ミャンマーは現在官立のECのみで教員を養成しており、プロジェクトで強化したECがすべて

の新任教員を育成していることとなる。ミャンマーの初等教育課程教員養成は1年間であり、1

年の3分の1を教育実習に充てることから、実質的にEC内で授業を受けるのは6カ月ほどの期間で

ある。短い期間ではあるが、プロジェクトの開発した学生向けのテキストは実際に使用されて

おり、その有効性が確認されている。またEC教員は1年間で3グループの新入生を迎えるために、

同じ講義を年3回実施することとなり実践を通してCCAに関連する講義内容の指導力を強化さ

せている。またEC教官への聴取結果によるとインフォーマルな指導上の情報交換を教員間で実
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施する教師文化もプロジェクト導入以前からECに存在しているようであり、CCA普及の土壌が

伝統的に存在したのではないかという印象をもった。 

今後継続的に基礎的なCCAを理解した卒業生すべてが、年々着実に教員となっていくことを

考えると、プロジェクトの採用したEC強化戦略は非常に的を得ていたといえるのではないだろ

うか。 

 

６－１－４ ミャンマーの特殊事情とJICA協力活動の継続 

本調査を通してプロジェクトに対するミャンマー側のコミットメントの強さが他国の同様プ

ロジェクトに比べても非常に強いことが確認された。例えば教育省からプロジェクト事務所に

配属されているC/Pの人数は専属が11名、パートタイムが12名で合計23名だが、これ以外に算数

指導書の実地検証協力校の教員17名、CCAモデル校の教員21名、地方の研修活動を管理するEC

コーディネーター20名（全国20校の各校から1名）など教材や手法の開発に対する協力者は合計

58名、プロジェクト対象40タウンシップにおけるCCA研修や現地でのモニタリングにおいては

2,780名程度のトレーナー（マスタートレーナー及びクラスタートレーナーの総数）と230名前後

の行政管理者がプロジェクト活動に参加している。教材開発、研修プログラム開発、研修実施

等のために教育省からプロジェクトに対して提供されている作業スペースは4階建てビルを家

具付きでおよそ1,000m2（303坪）の占有スペースとミャンマー側のコミットメントとプロジェク

トに対する期待の強さを感じさせる。既にプロジェクトに対する投入としてではなく、自国の

教育改善のための取り組みとして教育省のリソースが全面的に投入されているといっても過言

ではない。 

しかしミャンマーは政策、行政システム、人材の質、予算など教育分野の課題が多い。ミャ

ンマーの教育政策でめざす教育のアクセスと質改善への継続的な取り組みは、自立発展の観点

からいえば十分とは言い難く、外部からの支援が必要である。現在教育分野の主な支援はJICA

のSCCAプロジェクトとUNICEFのCFSしかない。しかしミャンマーの現政権をとりまく国際環

境をかんがみると、新たな援助の導入が極めて困難である。数年ほど前よりEU、オーストラリ

ア国際開発庁（Australian Agency for International Development：AusAID）等が教育開発支援への

参入のために現地政府にアプローチしているがいまだに受け入られていない。また関係者との

信頼関係が提案の影響力や活動の実現性に強い影響を及ぼすが、この信頼関係の構築に長い年

月を要する。そのため、ミャンマーでは新たな分野あるいは新たな課題への取り組みへの投入

を行うとしても、期待される成果や活動が軌道に乗るには早くても2～3年、状況が悪ければ4～

5年はかかると予想される。 

一方では、外国のドナーが限られているため、JICAの教育分野のインプットに対するインパ

クトが大きく、プロジェクトの効果がみえやすい。理科・算数科・社会科・総合学習科（生活

科）の4教科を中心に授業改善が行われ、子どもたちの学力が向上するとなればこれは明らかに

日本の技術協力の功績といえ、今後同国との外交関係を支える非常に大切な基盤となるであろ

う。 

ミャンマーの教育政策長期計画でめざしている教育の質の改善に寄与するため、ミャンマー

の基盤を担う子どもたちの教科の理解を深め、考える力や自ら進んで学ぶ姿勢を養うCCA普及

に対して何らかの形で継続的に支援を実施することはミャンマーとのより密接な外交関係を構

築していくうえで重要と考える。またこれまでに時間をかけて築いた信頼関係や実施体制・人
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材・設備・ノウハウ等を生かし、本プロジェクトで掲げている上位目標の実現に向けて支援す

ることは、より効果的・効率的な援助を行う視点からも重要ではないかと思料する。 

 

６－２ 教 訓 

６－２－１ ミャンマー側のC/P配属にみるオーナーシップの高さとプロジェクト成果 

本プロジェクトの現職教員研修、新規教員養成、算数指導書開発の3つのコンポーネントに対

し、それぞれ専属C/PとパートタイムC/Pが多く配属されている。また、開発調査時からのC/Pも

勤務を続けており、CCAを十分理解した優秀なC/Pが多いといえる。このように、ミャンマー側

がCCAの全国普及プロセスを見据えつつ量的にも能力的にも十分なC/Pを配属したことが、本プ

ロジェクトの活動実施及び成果の発現に大きく貢献しているといえる。 

 

６－２－２ ミャンマーの実態や研修目的に合った研修形態の選択 

本プロジェクトでは、フェーズⅠにおいて2層構造によるカスケード型の研修形態を採り入れ

たが、結果的にEC教官に大きな負担がかかった。これを踏まえ、フェーズⅡではカスケードを1

層増やすことにより、EC教官の負担を軽減する研修形態を導入した。また、現職教員研修のコ

ンポーネントにおいては、カスケード型研修でCCAの基本的な理解を促しつつ、クラスター型

研修でCCAの基本的な理解に基づく授業実践力を身につけるようにデザインされている。 

このように、ミャンマーの実態や研修目的にふさわしい研修形態を選択したことにより、効

果的・効率的な研修メカニズムの構築につながったといえる。 

 

６－２－３ 教室現場を重視した教師用指導書の開発メカニズム 

算数科教師用指導書の開発については、C/Pによる原案作成、C/Pによる実地検証、日本人専

門家とC/Pとの協議など、非常に丁寧なプロセスが導入されている。このプロセスが、ミャンマ

ーの実態に合致した汎用性の高い教師用指導書の開発に貢献しているといえる。 

 



付 属 資 料 

 

１．協議議事録（M/M） 

 

２．評価グリッド結果表 

 

３．評価グリッド 

 

４．質問票 
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